様式第１号(第７条関係)

愛知県犯罪被害者等法律相談費用助成金交付申請書
年　　月　　日
愛知県知事　殿
（申　請　者）
EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 10(ふりがな),氏名)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
住　　　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
電話番号　　（　　　）　　　　－　　　　　　　　
年　　月　　日に愛知県犯罪被害者等法律相談費用助成金報告書（様式第２号）のとおり法律相談を受けましたので、愛知県犯罪被害者等法律相談費用助成金交付要綱第７条の規定により、法律相談費用助成金の交付を下記のとおり申請します。
記

１　交付申請額
　　　　　　　　　　円（申請時間　　　　　　分）



【以下の事項について、申請者の方が御記入ください。】
	法律相談対象者
	私は、以下のいずれかに該当します。（該当する□にチェック）
□１．犯罪被害者
□当該犯罪被害の原因となった犯罪行為が行われた時において、県内に住所を有する
□２．犯罪被害者の親族等
□犯罪被害者が死亡、傷害等の被害により意思表示ができない場合で、
当該犯罪被害の原因となった犯罪行為が行われた時において、県内に住所を有する
□１の犯罪被害者から法律相談を委任された場合　※委任状を添付してください
□１の犯罪被害者の民法上の法定代理人である場合　※法定代理人であることが確認できる書類を添付してください

	助成除外事由
	私は、以下の助成除外事由を確認しました。（該当する□にチェック）
□　同一の犯罪被害における法律相談の費用について、日本司法支援センター（法テラス）の同様の制度により支援を受けることができない又は受けていない。
□　同一の犯罪被害における法律相談の費用について、地方公共団体の同様の制度により支援を受けていない。
□　同一の犯罪被害における法律相談の費用について、愛知県弁護士会又は公益社団法人被害者サポートセンターあいち等の民間支援団体の同様の制度により支援を受けていない。

□　助成金の交付を申請しようとする法律相談の費用について、民間の事業者による保険給付を受けていない。

□　犯罪被害者による犯罪行為誘発行為や、責めに帰すべき行為がない。
□　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号及び第６号に定める暴力団・暴力団員に該当せず、また、暴力団・暴力団員に協力し、若しくは関与する等密接な関係にない。


・　以上の内容に相違ありません。
・　なお、私が、上記「助成除外事由」のいずれかに該当することになった場合は、速やかに愛知県に届け出ます。
・　私が提供する個人情報は、愛知県及び法律相談実施弁護士が法律相談費用助成制度の範囲内で利用し、かつ共有することについて同意します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　相談者氏名　　　　　　　　　　　　
　（被害者との関係）※該当する□にチェック
　　□本人
　　□配偶者（婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情にある者（愛知県ファミリーシップ宣誓制度及び他の地方公共団体における同様の制度に基づくパートナーシップの関係にある者を含む。）を含む。）
　　□二親等以内の親族※（被害者からみた関係：子、父母、孫、祖父母、兄弟姉妹）
　　□生計を一にしている親族※
　　□民法上の法定代理人
　　※親族には、愛知県ファミリーシップ宣誓制度及び他の地方公共団体における同様の制度に基づくファミリーシップの関係にある者を含む。

２　愛知県犯罪被害者等法律相談費用助成金交付決定通知書（様式第３号）又は


愛知県犯罪被害者等法律相談費用助成金不交付決定通知書（様式第４号）の


送付先及び送付手段の希望





□　自宅（上記申請者住所）へ郵送


□　指定の郵便局へ郵送（郵便局留）


　　　　※受け取る郵便局名を記入してください


　　　　　　　　　　　　　　郵便局留　


□　指定のメールアドレスへメール


※受け取るメールアドレスを記入してください


　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　





上記交付申請額に誤りがないことを確認しました。








　　　　年　　月　　日　　弁護士　　　　　　　　　








※以下は法律相談を実施した弁護士の方が御記入ください。





上記請求内容に誤りがないことを確認しました。





　　　　年　　月　　日　　弁護士　　　　　　　　　








